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援訓練」を提唱したい
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もに変化するように、「ボランティアのニーズも変化」
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つかの段階があるように思える
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して、自分の特技や専門性を生かした有償ボランティア
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としてかかわり、そして自らあるいは仲間と NPO等を
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立ち上げる（有給・常勤）というように、自分らしい生
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活スタイル（自己実現）へと段階的に発展する場合のこ
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とを指している
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ティア団体を支援するボランティア












































































































































































































































































































































　　　　　 気仙沼市街（聞き取り：Ｄ漁師 ・ 70代 ・ 男性）
　　　　　 気仙沼市本吉町（聞き取り：Ｅ避難所住民二
名・80代・女性）
　　　　　 本吉郡南三陸町（聞き取り：Ｆ避難所運営ボ
ランティア・50代・男性、発電機供与）
３月30日　（宮城県）
　　　　　 石巻市・石巻専修大学内（聞き取り：Ｈ社協
職員・40代・男性）
　　　　　石巻市雄勝町
　　　　　 牡鹿郡女川町（聞き取り：Ｇインド隊員・40
代・男性、Ｉ被災者・50代・男性）
３月31日　（福島県）
　　　　　 相馬郡新地町（聞き取り：Ｊ被災者・60代・
女性）
　　　　　相馬市（聞き取り：Ｋ農家・80代・男性）
　　　　　 南相馬市（聞き取り：Ｌ屋内退避区域の被災
者・40代・女性、同被災者・60代・男性）
２回目
４月30日　（福島県）
　　　　　いわき市（聞き取り：Ｍ被災者）
５月１日　（福島県）
　　　　　いわき市、広野町
　　　　　 伊達郡川俣町・山木屋地区（聞き取り：計画
的避難区域のＮ商店主・60代・女性）
３回目
９月18日　 （岩手県）釜石市（聞き取り：町内会役員Ｔ
さん）
４回目
11月12日　 （宮城県）仙台市（聞き取り：被災した卒業
生８名）
11月13日　 （宮城県）仙台市（聞き取り：被災した卒業
生９名）
2012年
５回目
３月19日　 （岩手県）釜石市（聞き取り：町内会役員Ａ
さん）……復興支援、開始
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Ⅳ（資料）　被災の状況（以下の写真は、筆者が被災地
で撮影し、2011年５月７日付けで授業用に作成し
たビデオ「東日本大震災、発生」より抜粋したもの
を画像として掲載した）
47
東日本大震災における被災地視察および復興支援にかかわる課題と提案に関する一研究ノート（1）
48
社会福祉研究　第14巻
49
東日本大震災における被災地視察および復興支援にかかわる課題と提案に関する一研究ノート（1）
50
社会福祉研究　第14巻
おわりに
　国の内外を問わず、緊急事態が発生したとき、いつも
思い出す人がいる。1994年にアフリカで亡くなった共
同通信の記者（当時36歳）である。取材中の彼と、
1993年頃、ソマリアの首都モガディシオの「通称、
ジャーナリストホテル」といわれるところで偶然出会っ
た。マスコミの世界には無頓着な筆者に、「日本の通信
社はまだまだ遅れていて、アフリカのようなあまり日本
人が関心を寄せない地域の記事には「ロイター＝共同」
となっていることを知っていますか？」と、問いかけ
た。それは、イギリスのロイター通信社が現地で取材し
た記事を共同通信社が買い、さらにそれを日本の新聞各
社に配信するという仕組を話してくれていた。その表記
の意味するところは、共同通信社（または他の大手新聞
社）の記者が「現地で直接で取材したものではない」と
いうことを強調していた。もし現地で取材した記事であ
れば、「モガディシオ（発）、○○日、共同通信、（記者
名）」となるらしい。彼は、現地で起こっていることを
自らの目で見て伝えることの影響力、その影響力の強さ
や大きさを訴えていた。その彼がその後、アフリカで取
材に向かう途中の飛行機事故で死亡したことを、日本に
いた私はテレビ画面上部に流される「ニース速報」で
知った。アフリカをはじめとして、戦争や飢餓に無関心
な日本人に対し、記者は自ら見た現地の生の情報を配信
するという影響力において、役割や使命があることを、
彼は批判的にそして静かに熱く語っていた。
　現地で、生身の個人が直接自分の足で立ち、その目で
見、その耳で聞き、その臭いを嗅ぎ、肌で感じたことを
伝えること、それは主観的といわれるかもしれないが、
彼の言う「その影響力の強さや大きさ」（もちろん良い
影響力であるが）というものを、今後も考え、それを大
切にしたいと思っている。
注
１） 2011（平成23）年３月11日14時46分18秒、宮城県牡鹿半島沖
を震源とした東北地方太平洋沖地震が起こった。日本の観測史上
最大（世界では史上４番目）のマグニチュード9.0を記録し東日
本大震災が発生し、東北地方の太平洋沿岸部を中心に津波による
被害、加えて東京電力福島第一原子力発電所における原子力事故
により甚大な被害をもたらした。
２） 2011年10月15日、静岡市で開催された日本地震学会で予測で
きなかった東日本大震災について考えるシンポジウムが開かれ、
地震を想定できなかったことに対する自己批判され、「地震学の
大きな敗北」との意見も出た。
３） 基本は団体行動が望ましいとされ、多くのボランティアセン
ター等では「単独行動は避ける」ことを提唱している。
４） 「災害福祉」において、災害時および災害後の復興支援におけ
る生活支援をソーシャルワークの立場から捉えている。特に災害
における被害者は大半が高齢者であることから、災害と福祉の関
係が研究されている。
５） 本稿におけるボランティアとは、主に緊急事態等の「災害ボラ
ンティア」を指している。
６） 友好都市、姉妹都市（あるいは親善都市）はいずれも同義で、
共通点を要因とする締結が多く、災害発生時における災害時応援
協定を結んでいる場合も多く、今回の震災においても多くの姉妹
都市間での支援が見られた。
７） 河田恵昭（1997）「大規模地震災害による人的被害の予測」p. 
3‒14によると近所の住民らによって救出される割合は８割に上
ることが報告されている。
８） 本稿における課題や提案の骨子一部について、筆者は、2011
年４月９日の毎日新聞（あいち版、p. 22）にて、インタビューの
なかで述べている。
９） 国土交通省東北整備局「東日本大震災における活動記録」（平
成23年12月）によれば広範囲に浸水、湛水域、地盤沈下が発生
したと報告されている。
10） 多くの市町村地域防災計画において、発災後直ちに災害ボラン
ティアセンターを整備すると位置付けられており、主に市町村社
会福祉協議会が設置する流れとなっている。
11） 「ニーズは無数、社協の限界」として、「沿岸部の約30市町村
に設置されたボラセンのうち約８割が連休前の段階で圏外からの
受け入れを中止」（日本経済新聞・スペシャルリポート、2011年
５月７日）。
12） 現在、相談援助に加えて、地域援助技術が求められている。単
に、地域住民の組織化、地域づくりを目的とするだけではなく、
一人一人と面接できる能力が求められている。
13） 警察庁（2012）、東日本大震災に伴う警察措置、p. 10。
14） 筆者が南相馬市役所を視察した折り、ボランティアによって
「緊急防犯パトロール隊」が結成され、巡回しているとの掲示を
見た。その他、警察（各被災地）、地域住民（飯舘村）、NPO（山
田町）等によって防犯パトロールが行われている。
15） 避難指示は、災害対策基本法にもとづき発令され、避難の指示
（避難のための立ち退きの指示）で、被害の危険が切迫したとき
に発令されるもので、「避難勧告」より拘束力が強いが「強制力」
はない。
16） 警戒区域は、災害対策基本法により、災害による退去を命じら
れる区域を指し、避難の指示とは異なり、罰則付きで区域内への
立ち入りが制限・禁止され、許可なく区域内にとどまる者には退
去が強制される。
17） 計画的避難区域とは、今後１年間の放射線量を推計し、積算量
が年間20mSvを超えると推定される周辺市町村の一部を避難区
域として指定し、１か月後をめどに全地域で避難を終わらせなけ
ればならない区域をいう。
18） ペットの問題は従来の災害においても対応は統一されておら
ず、避難自体が可能かどうか、あるいは放浪するペットへの対処
等が課題となっている。
19） 当時の報道（NHK 2011/4/7）によれば、南相馬市における屋
内退避、自主避難の８割の住民が、「避難生活に疲れた」（32％）、
「仕事」（28％）、「空き巣への心配」（14％）という理由で、自宅
に戻っていた。
20） 公益社団法人日本地震学会東北地方太平洋沖地震対応臨時委員
会編（2012）「地震学の今を問う」（東北地方太平洋沖地震対応臨
時委員会報告）http://zisin.jh.jp/pdf/SSJ_finl_report.pdf）pp. 9‒17
21） 同上。
22） http://www.bousi.go.jp/hinn_kentou/060328/hinnguide.pdf
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23） http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/syki/c-fukushi/tuuchi02.html
24） 同上。
25） 同上。
26） 舟形町 （2011）「舟形町第二期舟形町地域福祉計画」舟形町発
行。
27） （市町村地域防災計画）
　第四十二条 　市町村防災会議（市町村防災会議を設置しない市
町村にあつては、当該市町村の市町村長。以下この条において同
じ。）は、防災基本計画に基づき、当該市町村の地域に係る市町
村地域防災計画を作成し、及び毎年市町村地域防災計画に検討を
加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならな
い。この場合において、当該市町村地域防災計画は、防災業務計
画又は当該市町村を包括する都道府県の都道府県地域防災計画に
抵触するものであつてはならない（災害対策基本法）。
28） http://www.bousi.go.jp/hinn_kentou/060328/hinnguide.pdf
29） 社会保障審議会福祉部会（2002）「市町村地域福祉計画及び都
道府県地域福祉支援計画策定指針の在り方について（一人ひとり
の地域住民への訴え）」及び
　（市町村地域福祉計画）
　第107条　市町村は、地方自治法第２条第４項の基本構想に即し、
地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定
める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定し、又
は変更しようとするときは、あらかじめ、住民、社会福祉を目的
とする事業を経営する者その他社会福祉に関する活動を行う者の
意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、その内容
を公表するものとする。
30） 朝日新聞社、産経新聞社、日本経済新聞社、毎日新聞社、読売
新聞社の全国紙５社は、各紙の購読者を対象に防災の日に合わせ
て共同調査を行い、防災意識を尋ねたところ、「高まった」
（47.8％）、「まあ高まった」（42.6％）と、合わせて90.4％の人が
防災意識の高まりを報告している（2011年９月13日配信）。
31） 防災については、従来自治会や町内会などの単位が言われる
が、班、組等の隣組単位が求められるように思う。
32） 内閣府災害時要援護者の避難支援における福祉と防災との連携
に関する検討会（http://www.bousi.go.jp/sigiyougo/index.html参照）。
33） モデル地区での実施を行っている市町村が多いが、全地区へ拡
大するための方策に欠けている。
34） 舟形町の太折地区では、震災前に避難訓練を実施し、実際の震
災時にそれが生かされた（第二期舟形町地域福祉計画参照）。
35） 同上。
36） 同上。
37） 震災復興においては、今後コミュニティ・ソーシャルワークに
よる対応がもっとも効果的な支援方法であるように思う。
38） 石巻市と石巻専修大学は、平成24年５月25日、大規模災害に
対応するための連携協定を締結した。それ以前にも（平成20年
２月４日）、「包括連携協定」調印が行われている。
39） 石巻社協の迅速な対応については、「大半の職員が以前に発生
した災害、例えば阪神淡路大震災のような大規模災害時における
救援活動に参加している」とのこと。
40） 遠野市は発災直後、救援物資を被災地へ送ったり、ボランティ
アを組織的に動員するなど後方支援という形で貢献した。
41） 全社協の調べでは、被災３県のボランティアセンター登録者数
はピーク時の８分の１に減少していると報告されている。
42） http://www.bousi.go.jp/vol/
43） http://www.shkyo.or.jp/sigi/ktudou.html
44） http://www.bousi.go.jp/vol/
45） 誰でも、またどの団体でも登録可能であるが、住所等の連絡
先、代表者、活動内容、年間活動報告等、最低限の規約があり、
それに沿わない場合、抹消される。登録されると公表される。
46） 災害ボランティアセンターの職員不足により、ボランティアを
コーディネイトできないことが主な理由であり、これはボラン
ティアの受け入れ体制側の問題である。今回の震災時のボラン
ティアコーディネイトの特徴でもある。社協では、ボランティア
の人材育成を行っているが、コーディネイターの育成も必要であ
ろう。なお、ボランティアの問題点等については、2010年３月
に内閣府（防災担当）から「防災ボランティア活動に関する論点
集～よりよい活動環境に向けて みんなで考えよう～」が出され
ている。
47） ボランティアの活動後におけるアフターケアの重要性がいわれ
ている。ボランティアあるいは支援する側に心の問題が生じる場
合の対応として、佐野（1998）『援助の基礎理解Ⅲ増補版』北日
本福祉研究会、参照。
48） 各被災地で立ち上がっている「思い出探し隊」などは、その例
であろう。活動内容は、災害時になくした家族や友人との写真を
探し出し、洗浄して被災者本人に返していくというもの。
49） Ｖ・Ｅフランクル（霜山徳爾訳）『死と愛─実存分析入門』みす
ず書房。
